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Ⅰ.学校法人会計基準の趣旨 

1. 私学助成を受ける学校法人が適正な会計処理を行う
ための統一的な会計処理の基準として、昭和46年に
文部省令により学校会計基準が制定された。 

 

2. 制定以来40年が経過する中で、基本金制度等、私立
学校の財政基盤の安定に資するものとして、また、補
助金の配分の基礎となるものとして、広く我が国の学
校法人の会計実務に定着してきた。 

 

3. 学校法人会計基準の法的根拠は私立学校振興助成
法にあるが、財務情報を閲覧に供する義務は私立学
校法に規定されている。 

 

 

 



4 

Ⅰ.学校法人会計基準の改正の経緯 

1. 学校法人会計基準の改正 Ｈ17.3 
  ○ 基本金の取崩し要件の緩和 

 ○ 貸借対照表の注記事項の充実 

 

2. 学校法人会計基準の諸問題に関する 

  検討について（課題の整理） Ｈ24.3 
 ○ 学校法人会計基準の諸問題に関する検討会 

                                                    (H20.4～H24.3) 
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Ⅰ.学校法人会計基準の改正の経緯 

3. 学校法人会計基準の在り方に関する 

   検討会（Ｈ24.8～Ｈ25.1） 

 ○ 目的 

   私立学校の特性を踏まえ私立学校の振興に資する 

   よう、一般に分かりやすく、かつ経営者の適切な経営 

   判断に資する計算書類とすることを目的に、学校法人 

   会計基準の在り方について有識者による検討を行う。 

 ○ 学校法人会計基準の在り方について 報告書 

                            （Ｈ25.1.31） 
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学校法人会計基準の在り方に 

関する検討会委員 
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Ⅱ．改正内容 

1. 基本金 
 

 

 
基本金制度を維持する。 

第2号基本金 

 

対応する特定資産を明確化する。 

第3号基本金 

 

対応する運用収入を明確化する。 

第4号基本金 

 

対応する資金が年度末時点で 

保有されているかを確認するようにし、 

確認できない場合は、 

その旨と対応策を注記することとする。 
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Ⅱ．改正内容  

2. 資金収支計算書 
現行の資金収支計算書⇒「年度支払資金の増加」 

(次年度繰越支払資金－前年度繰越支払資金等) 

が解りづらいという問題点があった。 

 

 

 

 
 

新たに「活動区分別資金収支表」を作成し、
付属する。(ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書) 
     （但し、現行の資金収支計算書は今後も維持） 
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Ⅱ．改正内容 

3. 消費収支計算書 
 

基本金組入前の 

収支差額を表示 
「消費支出準備金」等 

の廃止 

「消費収支計算書」 
↓ 

「事業活動計算書」に名称変更 

毎年度の収支バランスを 

判断できるようにする 

現行の基本金 

  組入れ後の収支差額 

経常的な収支バランスと 

臨時的 な収支バランスを 

区分して把握できるようにする 
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Ⅱ．改正内容 

4. 貸借対照表 
 

 

「特定資産」の新設 
（固定資産の中項目） 

「純資産の部」への変更 
（「基本金の部」と「消費収支差額の部の合計） 

「第2号基本金引当特定資産」の表示（再掲） 
（第2号基本金に対応する資産） 

「消費支出準備金」等の廃止（再掲） 
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Ⅱ．改正内容 

5. その他 

（1） 減損会計について 

（2）  金融商品会計について 

（3） 退職給付会計について 

（4）  連結会計について 

（5） 法人の継続性担保の仕組みについて  
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Ⅱ．改正内容 

 （1） 減損会計について 

 減損会計は導入しない。 
    但し、使えなくなった施設等について、有姿除却の考え方を導入する。 

 （2） 金融商品会計について 

○時価情報の注記を商品別・保有目的別に充実 

○取得原価主義を継続し、著しく評価額が下落した場合に 

  評価替えを行う 

その他（1/3） 
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Ⅱ．改正内容 

 （3） 退職給付会計について 

 現行の退職一時金の取扱いを維持する。 

 （4） 連結会計について 

連結会計は導入しない 
但し、学校法人間の取引について広く注記する 

その他（2/3） 
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Ⅱ．改正内容 

 （5） 法人の継続性担保の仕組みについて 

〇学校法人の特性を踏まえた継続性を担保する仕組みを 

  維持する。 

〇第4号基本金の強化等の、法人の継続性を担保するための 

   仕組みを充実する。 

〇企業等にいう継続法人（事業）に関する注記は導入しない。  

 

その他（3/3） 
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Ⅲ．今後の対応等 

1. 今後の流れ  
 

  

文科省による省令改正の通知が公布され、 

今後は日本公認会計士協会による実務指針の作成、 

研修会の実施等が予定されている。 
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Ⅲ．今後の対応等 

2. 改正後の財務諸表を作成する。 

  

  

改正内容の充分な理解 

活動区分別 

資金収支計算書 

の作成 

事業活動 

収支計算書 

の作成 

平成24年度決算額を使用 
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Ⅲ．今後の対応等 

3. 情報公開に向けて 

   〇改正後の財務諸表が公開された場合の説明 
 

  

各活動の 

収支状況 

基本金組入れ前の 

収支状況 

第4号基本金が 

保有できていない 

事前に検討 

しましょう。 

その他 
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Ⅲ．今後の対応等 

3. 情報公開に向けて(活動区分別資金収支表) 

  

  
① 教育研究事業活動(本業)の収入超過が多い場合 

学生への還元および学費の金額の妥当性 

(施設等整備活動と併せて説明?) 

②財務活動における資産運用体制の各法人の考え方 

どのように説明
します？ 
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Ⅲ．今後の対応等 

3. 情報公開に向けて(事業活動計算書) 

  

    

 

 

  

① 経常的な収支バランスの収入・支出超過額が 

   多額であった場合 

②  臨時的な収支バランスが良い場合と悪い場合 
  （例えば資産処分差額が増大である場合、寄付金を集める必要性） 

③ 基本金組入前当年度収支差額がマイナスの場合、 

  基本金組入れを何故するか 

どのように説明
します？ 
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Ⅲ．今後の対応等 

3. 情報公開に向けて(貸借対照表) 

  

  

    

 

 

  

① 保有している金融資産が把握されやすくなる 

   ⇒各法人の金融資産についての考え方 

② 第4号基本金の資金を保有できていない場合 

   ⇒説明と脚注の表示の仕方をどうするか？ 

どのように説明
します？ 
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Ⅲ．今後の対応等 

4. 経営判断にどう活かすか? 

  

  

 

  

担当者 

改正内容の 

充分な理解 
ﾚｸﾁｬｰ 

財務諸表：何処を見て 

 

経営判断：どう役立てるか 

経営者 
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Ⅲ．今後の対応等 

5. 会計システムの対応 

  

  

平成27年度予算から 

改正後の財務諸表および帳簿に移管する 

システム対応は、平成26年内に 

行う必要がある。 

今後の会計士協会の実務指針も踏まえ、 

早めの対応が望まれる。 
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Ⅲ．今後の対応等 

〇 まとめ 

 

    

 
  

 

 

  

一般的に「分かりやすい計算書類」とする 

ただし、単純に収入超過であれば良い訳ではない。 

要因を明確に説明する工夫が今からでも望まれることから、 

学園全体で早めの対応が望まれる。 

改正の 

目的 

損益の要因が明確になる 

情報公開に向けた説明責任を 

今まで以上に果たす必要が生じる 
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ご清聴 

有難うございました。 
m(_  _)m 
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